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1　問題の設定
　米国の銀行市場構造を特色づけるものの一つは，商業銀行の免許と監督にか
んする，この国に固有な二元銀行制度（Dual　Banking　Systeni）である。その
もとで法人格をもつ銀行は，国法銀行法に基づき財務省の通貨監督局から免許
と監督をうける国法銀行（national　bank）と，各州が独自に制定した州銀行法
に基づき州銀行当局から免許と監督をうける州法銀行（state　bank）に分けら
れ，銀行はどちらかの資格を選択しなくてはならない。現在まったく同一の業
務を営む銀行が，この二元的な免許・監督機構のもとにあるのは，いかなる原
因によるのだろうか。二元制度は銀行組織ないし金融組織にたいして，どのよ
うな効果をもたらしただろうか。またそれらの原因と効果は，二元銀行制度の
長い歴史をつうじて常に同一だったのではなく，時代とともに変化してきたの
ではなかろうか。本稿はこのような課題を取扱う。
　商業銀行は二元制度による区分を選択するほか，連邦準備制度（FRS）への
加盟と連邦預金保険会社（FDIC）への加入を，それらの対応する法律にしたが
ってω，強制または任意で決めなくてはならない。結局のところ米国の銀行市
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場構造は，法制のうえで3層の制度的枠組一二元銀行制度，連邦準備制度，
預金保険制度一によって規定されている。そこで銀行家たちは銀行免許を入
手するため，あるいは現に銀行活動を継続してゆくため，この3層の制度的枠
組を個々にではなく，ある組合わせのパッケージとして選ぶのである。その選
択に関連して通貨監督局，州銀行当局，FDICは，銀行組織の安定性の確保，
地域社会にたいする銀行ナービスの提供，銀行間競争の維持などの諸問題へ，
それぞれの公式の立場と管轄権を侵されまいとする非公式の立場から，深い関
心を示すだろう。だが最近より重要なことは，FRSへの加盟または非加盟の問
題に違いあるまい。銀行家たちは加盟から得られる便益と必要準備の大きさに
興味を持つし，連邦準備制度理事会（FRB）は金融政策の担当者として，加盟の
有無を重視するからである②。しかしながらこの事実は，二元銀行制度が銀行
市場構造へ影響しないことを意味するものではない。
　FRSとFDICの発足後，米国の銀行諸制度に占める二元銀行制度の重要性
が，徐々に低下していったことは否定できない。だが事実上多元的となった今
日の銀行制度も③，二元制度が基礎になっているのは確かで，現に銀行免許す
なわち銀行市場への参入は，依然として国法または州法によるルートを経由し
なければならない。二元銀行制度は2種類の規制当局の問で，協力的というよ
りはむしろ競争的に作用し（4），銀行市場へ活力を加え一たとえば1960年代前
半に州法銀行から国法銀行へのシフトがあったように（5），銀行市場構造とその
変化を説明しうる要因の一つである。銀行業のような規制産業では，制度的な
枠組のもつ効果は大きく，それが銀行構造したがって銀行成果へ影響すること
は十分に予測される。
　本稿は二元銀行制度の働きにたいする以上の認識に立ち，また冒頭で記した
ような課題の取扱い方によって，この制度の成立と展開を明らかにしようとす
る。二元銀行制度の起点をどこに求めるかは見解の分かれるところだが，その
決定の過程をつうじて，二元制度が銀行組織ないし金融組織に与えた効果を，
われわれは識別することができるだろう。ただし本稿が取扱う期間は，FRS
の成立期である1913年までとする。それ以降の米国の銀行組織は，二元銀行制
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度を基盤としながら実際には多元銀行制度へ変化し，稿を改めるべき対象と考
えられるからである。以下でわれわれは二元銀行制度の歴史を，適切と思われ
る期間に区分し，それらを要約し評価しようと試みる⑥。そのため本稿は，米
国銀行史の限られた一面を，素描することになるだろう。
（1）前者は連邦準備法　（Federal　Reserve　Act）　で，そ麦者は連邦預金保険法　（Federal
　Deposit　Insurance　Act）である。
（2）近年加盟銀行のFRS脱退が多いため，　FRBはその対策を1978年7月7日議会へ提案した。
　全商業銀行預金のうち加盟銀行の保有分は，1967年末の82，5％から1977年末の72．8％へ低下し
　た。この間全商業銀行数は985増えたが，FRS脱退行数は551に達した（Laporte〔11〕，p．8．）。
（3）銀行監督当局の免許・加盟・監督などにかんする機能は，主要なもので20種類をこすと言わ
　れ，それらは通貨監督局。FRB・FDIC・州銀行当局の4者によって，排他的あるいは重複的に
　担当されている（Brown〔1〕，　pp．　36－7．）。
（4）　Reed，　Cotter，　Gill　and　Smith〔17〕，　p．13．
（5）　Brown〔1〕，　p．33．
（6）　以下の記述はとくに断わらない場合でも，末尾の参考文献〔1〕～〔22〕に依拠している。
　また参考文献〔23〕～〔28〕における分析は，われわれと異なる襖点にたつものであるが，多くの
　示唆を与えられた。
ll　第1・第2合州国銀行と二元銀行制度の第1期
　今日われわれの言う意味の商業銀行が，米国ではじめて設立されたのは1781
年である。この年ペソシルヴェニア邦のフィラデルフィアで作られたバソク・
オ・ブ・ノースァメリヵ（Bank　of　North　America）は，一定の資本金を有し，
貸付と商業手形の割引を行ない，銀行券を発行しその銀行券の正貨党換に応じ，
かつ営業免許を受けた，米国で最初の法人銀行だった（1）。この銀行は独立戦争
のさなか，独立軍へ資金の供給を行なうため，大陸議会の免許を得た国法銀行
として出発したが，翌1782年にぺγシルヴェニア邦議会から州法免許も入手し
た②。この事実に着目して米国の二元銀行制度は，バソク・オブ・ノースアメ
リカが二重免許を受けた，1782年に始まるという考え方があるが，その評価は
V節で行なわれるだろう。なお同行の資本金は正貨払込による40万ドルで，そ
の銀行券は租税の支払に充当でき，大蔵卿は営業日報を受取り③，必要な時い
つでも同行を検査できることになっていた。
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　ハソク・オフ・ノースアメリカにたいして，銀行券の発行限度と発行準備は
定められていなかったから，同行の設立目的のなかに，信頼しうる銀行券の発
行ないし幣価の安定があったとは考えにくい。ただし後年この銀行が独占や不
公正の故で非難されたとき，ペイソ（Thomas　paine）はその銀行券が要求次第
で正貨に党換されるので，邦が発行した紙幣とはまったく別のものであること
を，同行の利点の一つにあげて弁護したから（4＞，結果として同行は良質な通貨を
供給したことになるだろう。しかし銀行設立の当初の目的は既述のとおりで，
対政府貸付と政府手形の割引を盛んに行なったが，やがてこの銀行は中央政府
との密接な関係を終え，民間貸出へ重点を移すことになった。このため免許の目
的からすると，銀行の性格はもはや変わってしまい，国法銀行とは呼び難いとい
えよう㈲。ただしどの時点からこれを州法銀行とみなすかは，決定が困難な問題
である⑥。そのご同行は通常の銀行業務に従事し，良好な営業成績をあげた。
　最初の銀行バソク・オブ・ノースアメリカの経営上の成功と，この国の経済
の発展ことに内外商業のそれは，銀行業の必要性をますます強め，1791年まで
に州法免許の銀行が，さらに四つ設立された（7）。　うえで述べたように，バソク
・オブ・ノースアメリカが実質的に州法銀行へ転換していったから，当時を州
法銀行時代とみなすことができよう。この時期に州法銀行への規制がはじま
り，たとえばバンク・オブ・ニューヨークは1791年，銀行券の発行限度を事実
上その資本金の3倍以内とされ，またバソク・オブ・マサチ＝一セッツは1792
年，銀行券と貸付の合計が資本金の2倍以内へ制限された。
　初代の財務長官ハミルトソ（Alexander　Hamilton）は，（1）商業信用の供与
と，（2）連邦政府への貸出および国庫金の取扱と，③信頼しうる銀行券の発行の
ため（8），中央銀行的な性格をもつ国法銀行の設立を計画し〔9｝，それを連邦議会へ
提案した〔lq。連邦主義の立場にたつ彼は，独立したぽかりの米国の経済的な必
要と，連邦政府の財政金融土の必要は，連邦政府の権限下にある機関が満たす
べきだと考えていた。ジェファソソ（Thomas　Jefferson）はじめ反連邦主義に
たつ人々は，主として農民層の利益を代表し，東部による金融独占をもたらす
この機関に反対した。提案は連邦主義者たちと反連邦主義者たちとの争いを招
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いたが，ここに銀行業をめぐる国権と州権の対立を，はじめて公的に認めるこ
とができよう〔11｝。しかしハミルトソの熱意によって提案は実現し，1791年第1
合州国銀行（First　Bank　of　the　United　States）が設立された。当時すでに州法
銀行は5行あり⑫，そこへ国法銀行である第1合州国銀行が加えられたので，
これをもって二元銀行制度の起点とする考え方があるが，その評価はV節で行
なわれるだろう。われわれは第1合州国銀行が存続した期間を，二元銀行制度
の第1期前半と呼ぶことにしよう。なお「国法銀行」の呼称は，一一般に1863年
国法銀行制度が成立した後，この制度によって設立された銀行を指すが，本稿
ではそれ以前に連邦議会から個別の特許を得て設立された銀行も，国法銀行の
範疇に入れて扱うa3。
　第1合州国銀行が得た免許は，つぎのような主要内容を持っていた。（1）この
国法免許は連邦議会を通過した法案に大統領が署名したもので，銀行の存続期
間は20年とされた。（2）授権資本は25，000株に分割された1，000万ドルで，政府
が20％民間が80％出資する。（3）株式の1／4は正貨で払込まれ，3／4は国債で払込ん
でよい。（4）預金以外の債務総額は資本金を超えてはならず，したがって銀行券
の発行額は資本金の範囲に留まる。（5）その銀行券は請求しだい正貨に党換さ
れ，免換が維持されているかぎり法貨として通用する。⑥この銀行は国庫業務
を無償で行なわなくてはならないが，連邦政府は必ずしも国庫業務を同行へ委
託しなくてもよい。⑦財務長官は営業週報を入手するほか，必要なときいつで
も検査を行なうことができる画。
　このような条件のもとで，第1合州国銀行は1792年から開業し，フィラデル
フィア本店のほか全国の大都市に8支店を置き，国庫金の取扱機関としての有
利性を背景に，中央銀行的性格をもつ商業銀行として，きわめて良い営業成績を
おさめた。この銀行は国民経済の見地からすると，信頼しうる通貨の供給と州
法銀行券の過剰発行の抑制という2点で，効果的な働きをしたと評価できるV5。
発行された銀行券は法貨であり，その発行限度が資本金の範囲に抑えられただ
けでなく，預金と銀行券の合計にたいする正貨準備も，かなり高い比率を保持
した⑯。また同行は受取った州法銀行券を，正貨へ党換請求のため発券した州
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法銀行へ送付し，あるいは輸入税を連邦政府のため受取る場合，州法銀行券に
よる支払を拒絶し，州法銀行券の過剰供給を緩和するのに役立ったao。銀行経
営と金融統制の両面で成功したにもかかわらず，連邦主義者たちが政権の座に
いなかったため，また金融統制を嫌う多数の州法銀行が反対したため，第1合
州国銀行の免許更新は議会で否決された。そこで同行は設立後20年を経た1811
年に解散しpm，この時期の二元銀行制度はここで終わった。
　1791年の州法銀行数は五つであったが，そのこ増えつづけて1800年に28行，
第1合州国銀行が解散した1811年には88行に達した。先発の5行が良好な営業
成績をあげたこと，また資金不足に悩む企業家たちが銀行による資金供給を熱
望したことが，多数の州法銀行を設立させた。第1合州国銀行が消滅した後，
州法銀行は急増して1816年に246行となり，それら銀行の貸出はほとんど銀行
券の発行に依存したから，全国の銀行券残高も急膨張し⑲，米国の銀行制度は
再び州法銀行時代へ移行することになった。この時期における州法銀行券の過
剰発行，1812年の対英戦争にかかわる連邦赤字財政，1814年ニューイソグラソ
ドを除く諸州で生じた銀行の正貨支払停止，諸州による不十分な銀行統制など
が，合州国銀行再建の必要を人々に認識させた。かくして連邦議会は国法銀行へ
再び関心を示し，1826年第2合州国銀行（Second　Bank　of　the　United　Sta亡es）
が国法免許を得て設立された。われわれは第2合州国銀行が存続した期間を，
二元銀行制度の第1期後半と呼ぶことにしよう。
　第2合州国銀行が得た免許の主要内容は，第1合州国銀行のそれとほぼ同じ
であった。違いは資本金が3，500万ドル（35万株）へ増額されたこと，特許料と
して開業の翌年から3年間は毎年150万ドルを政府へ納付すること，正貨免換
がはたされないとき年率12％の罰金を支払うことなどであった。フィラデルフ
ィアに本店をおき，全国の主要都市へ26の支店を持ったことも，ほとんど前例
どおりであった。開業後の数年間は経営不振だったが，間もなく順調に転じ，
ことにビドル（Nicholas　Biddle）が総裁に就任した1823年からの7年間は，営
業面で好成績をあげただけでなく，，中央銀行的な機能もよくはたしたeCt。この
銀行が最盛期にあったといわれる1830年，州法銀行はさらに増えて329行とな
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ったが，州法銀行券の統制は第1合州国銀行と同様の方法で行なわれ，通貨の
安定が維持された。第2合州国銀行はその営業が成功裡に行なわれていた10年
間，（1）商業信用の供与と，②政府への便宜の提供と，（3）健全な通貨の供給を行
なったのである㈲。
　ビドルの指導のもとで第2合州国銀行は，準中央銀行としても私立の商業銀
行としても，大きな成功をおさめたが，1829年ジャクソソ（Andrew　Jacks。n）
が大統領に就任してから，有名なバンク・ウォー（Bank　War）にまきこまれ
た？a。この争いは大統領の座をめぐる政治的なものであり，また銀行制度を支
配する東部にたいする西部の挑戦でもあったが，むしろニューヨーク新興資本
とフィラデルフィア旧資本との戦いであって，前者が後老に勝利したものと解
される？⇒。その結果この銀行は免許更新を認められず，免許期限の1836年に州
法銀行へ転換したtz4。第2合州国銀行が消滅したのは，つぎのような理由によ
るtZS。（1）南部と西部は，東部が支配するこの銀行の金融力の集中に反対した。
1（2）地元で所有されている単店銀行がea，　この国の経済的必要に合致しており，
全国的な支店銀行の活動は，地元への侵略であると信じる人々が多かった。（3）
引締めがちになりやすい同行の健全な銀行経営に，イソフレーショニストたち
は反対であった。結局うえのような経緯で，この時期の二元銀行制度も20年間
で終りを告げた。
　第1・第2合州国銀行が存続した期間の二元銀行制度は，それらの特色に共
通した点が多いためtzn，既述のように全体をこの制度の第1期と呼び，それを
前半と後半に分けたのである。われわれの言う第1期の二元銀行制度の展開
が，以上のようになった背景ないし原因を考えよう。（1）独立して発展途上にあ
った米国は，著しい資本不足に悩まされた。そのとき人々は，国内の蓄積され
た資本と国外から導入された資本の利用を図ったが㈱，それでは賄いきれない
部分を，銀行信用で充足しようとした。（2）貸出によって供給された州法銀行券
と預金，ことに地方の州法銀行が発行した銀行券は，一方で市場経済の展開に
役立ったが，他方で供給過剰となりがちであり，質もまた悪化しがちであっ
tc。（3）市場経済の発展にとっても，合州国の財政にとっても，安定した銀行の
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働きが必要であった。それはこの国に特有な，国権と州権の対立関係と，集中
および集中排除（分散主義）の拮抗関係を，二元的な機構として反映しなけれ．
ばならなかっただろうeg。
　うえのような背景ないし原因のもとにあった，二元銀行制度の第1期の特徴
ないし効果は，つぎの8点へまとめることができよう。（1）国法であれ州法であ
れ銀行免許は，一般銀行法に基づいてではなく，個々の銀行免許法案の議決す
なわち特許という形で与えられた。（2）州法銀行は商業銀行業に従事し，唯一の
国法銀行は商業銀行業務のほか中央銀行的な業務も営んだ。（3）そのため州法銀
行も国法銀行も，同じように発券・預金・貸付などの業務を行ないながら，国
法銀行は州法銀行券の量と質を統制する，指導的ないし規制的な立場にあった。．
（4）国法銀行への規制はより厳しく，業務運営の水準も国法銀行のほうが優れて
いた。（5）それは国法銀行が1行だけ免許され，多数の州法銀行と対置され，準
法貨ないし法貨の唯一の発行者で，州境をこえる支店網をもち，国庫金の取扱
を行なう，巨大な独占銀行だったからである。（6）そのかわり国法銀行は，国債
による資本払込と対政府貸付と国庫金の無償取扱をつうじて，連邦政府の財政
へ奉仕した。（7）連邦政府は州法銀行の通貨供給にたいして，統制の可能性を考
えなかった訳ではなく，財務長官クロウフォード（William　Crowford）の1820
年の報告書は，その事実があったことを示しているBO「。⑧国法銀行は1行だけ
存在したから，当時の二元銀行制度は1863年以降のそれと異なり，銀行家たち
に銀行の免許と監督にかんするオルターナティヴを提供していなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　第　1　表
銀行券一流通高（単位：100万ドル）
年次1州法銀行券陣合州醐行券陣・合州鴎行券
①
1800年
181C年
②i181・年
③
1817年
1820年
1830年
1836年
10，5
28，0
22．7
n．a．
44．8
61．0
140，3
n．a．
n．a．
5．4
1．9
3，6
12．9
23．1
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注（1）：複数の統計から作成したため，整合性を欠く可能性がある。
　　　　：n．a．は入手不可能，一は数値ゼロをそれぞれ示し，以下の表においても同じ。
出所（2）：①はBureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　424－437，②は片山〔10〕，
　　p．61，③はBureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　424－437，　X　566－519。
第　2　表
州法銀行一行数・主要勘定（単位：100万ドル）
年列行数
1811年
1815年
1816年
1820年
1830年
88
208
246
307
329
陣行剃預金降本釧正貨
22．7
45．5
68．0
40．6
48．3
n．a，
n．a．
n．a．
3ユ．2
40．8
42．6
82．3
89．8
102．1
110．2
9．6
17．0
19．0
16．7
14．9
出所：Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　561－565．
第　3　表
第1合州国銀行一一主要勘定（単位：100万ドル） 1
年次隊行剃預金降本金園余釧正貨
1809年
1811年
4．5
5．0
8，5
7．8
10．0
10．0
0．5
0．5
5．0
5．0
出所；片山〔10〕，p．62．
第　4　表??
第2合州国銀行一主要勘定（単位：100万ドル）
年次固行劃預
1817年
1820年
1825年
1830年
1835年
1836年
1．9
3．6
6，1
12，9
17．3
23．1
金降本金匡
11．2
6．6
12．0
16．0
11．8
5．1
35．0
35．0
35．0
35．0
35．0
35．0
貨
1．7
3．4
6．7
7．6
15、7
8，4
出所：Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　566－579．
（1）　同行の誕生の前年である1780年，フィラデルフィアでバンク・オブ・ペンシルヴェニア（Bank
　of　Pennsylvania）が作られた。この銀行は独立戦争の戦費をまかなうため，同地の志ある商
　人たちの個人的出資によつて興され，銀行免許も法人格もなく，その銀行券は期限6ケ月以内の
　利付手形で，手取金は戦費に回され，大陸議会（Continental　Congress）が償還を保証した。
　このようにバンク・オブ・ペンシルヴェニアは，固有の意味の商業銀行ではなかったが，バンク
　・オブ・ノースアメリカ設立への途を開いた点が評価されている。また後者は創立直後，独立戦
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　争への資金供給すなわち対政府貸付が主要な業務だったが，これも前者が先鞭をつけたものとい
　えよう（Hammond〔8〕，　pp．42－3；Myers〔13〕，　p．41．）。
（2）　当時の米国は独立宣言後ではあったが制憲前で，合州国も諸州も法的には成立していなかっ
　た。ただし便宜のためここでは，大陸議会の免許を国法免許とみなし，邦議会の免許を州法免許
　とみなすが，以下でも同じ用語法にしたがう。なお連合規約（Articles　of　Confederation）
　時代のStateは，制憲後のState（州）と区別して，一般に「邦」と訳されている。また連合
　規約成立以前の時期についても，同様の訳があてられる場合がある。
（3）　連邦政府が成立した1789年以降の財務長官（Secretary　of　Treasury）と区別するため，
　大蔵卿（Superintendent　of　Finance）の呼称を用いた。
（4）　Hammond〔8〕，　pp．60－1．
（5）　Hammond〔8〕，　pp．51，63．
（6）　同行が中央政府と密接な関係を持ったのは，ほぼ独立戦争の期間と考えれば，この戦争が終
　了した1783年を転換点としてもよいはずだが，そのような断定を許す証拠がない（Hammond
　〔8〕，p．63；奥田〔16〕，　p．15．）。
（7）　本節の注（12）参照。
（8）片山〔10〕，p．45；太田黒〔15〕，　p．4．
（9）以下では「中央銀行的な性格」とか「準中央銀行」とか，あるいはそれらと同様の表現を用
　いる。その際に中央銀行の規定は厳密なものでなく，最後の貸手としての機能をはたさなくても，
　流通銀行券の質の統制と法貨の発行をもって，うえのような表現をとっている。
（10）ハミルトンは設立すべき国法銀行の模範として，英国のイングランド銀行を考えていた。当
　時のイングランド銀行は，まだ固有の意味での中央銀行へ転化していなかったから，彼の計画も
　中央銀行と商業銀行の両方の機能を含んでいた（片山〔10〕，pp．44－5．）。
（11）　1785年にバンク・オブ・ノースアメリカへの反対が，ペンシルヴェニア邦議会へ提出された
　後，議会は一時この銀行の免許を取消したことがあった。これは国権と州権の対立によるもので
　はなく，同邦で唯一の独占的な銀行にたいする反感，銀行株主であり銀行利用者でもあるフィラ
　デルフィァ大商入たちと農民層の対立，それらを利用する政治上の駆引きなどが原因であった
　（Harhmond〔8〕，　Pp．53－64．）。
　　しかし高橋の見解によれば，バンク・オブ・ノースアメリカへの免許取消は，中央政府の銀行
　免許の権限を否定するものだから，銀行業における国権と州権の対立として扱われる（高橋〔23〕，
　pp．24－5．）。
（12）バンク・オブ・ノースアメリカ以外に1784年免許のバンク・オブ・ニューヨーク（Bank　of
　New　York）とバンク・オブ・マサチューセッツ（Bank　of　Massachusetts），1790年免許
　のバンク・オブ・メリーランド（Bank　of　Maryland），1791年免許のバンク・オブ・プロヴィ
　デンス（Bank　Qf　Providence）があった。ただし第1合州国銀行が免許をうけた1791年2
　月に，バンク・オブ・プロヴィデンスが存在していたかどうかは不明である（Brown〔1〕，　p．
　8；Hammond〔8〕，　pp．65－7，144；Myers〔13〕，pp．43，68－9；奥田〔16〕，pp．18－9．）。
（13）連邦議会の特許によって設立された第1・第2合州国銀行は，“federal　bank”と呼ばれ
　ることが多い（たとえばHammond〔8〕）。一般銀行法による1863年以降の事例と異なった面は
　あるが，これら両行は連邦から免許と規制を受ける点で，国法銀行の性格を持っていたと考えら
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れる。
〈14）
〈15）
（16）
（17）
〈18）
　ジラード（Stephen
　〔8〕，pp．225－6；Myers〔13〕，　p．71；奥田〔16〕，　p．35．）。
（19）1811年の全国の銀行券残高は2，800万ドルで，1816年のそれは6，800万ドルであった（Ham－
　mond〔8〕，　p，227；Myers〔13〕，　p。80；太田黒〔15〕，　pp．11－2．）。
〈20）片山〔10〕，p．74；Myers〔13〕，　p，87．
〈21）注（20）で述ぺられているような，同行への高い評価はほかにもあるが（Nevins　and
　Commager〔14〕，　p．174；訳書，上巻，　p，201，），それとは反対の評価もある　（Fau］kner
　　〔5〕，pp．159－60；訳書，　p．214．）。
（22）バンク・ウォーとその背景については，片山〔10〕の第7章を参照。
（23）銀行にたいする大衆の反感にたつジャクソン派は，第2合州国銀行の違憲性を主張し，また
　その特権に反対し，強力な攻撃をしかけた。この争いはジャクソンが代弁する農民や小商人たち
　と，東部の資本家たちとの間ではなく，ジャクソンで代表されるニュ　一一ヨー一ク新興資本と，ビド
　ルで代表されるフィラデルフィァ旧資本との問で，主導権をめぐって戦われたものと理解されて
　いるIHammond〔8〕，』pp．351－8；片山〔10〕，　p．120；Myers〔13〕，　p．90．）。
（24）　同行はペンシルベニァ州の州法銀行へ転換したが，その巨額の資本がフィラデルフィア地方
　には過大だったため，各種の投機事業に関係し，1841年に破産してしまった（Hammond〔8〕，
　pp．438－42；太田黒〔15〕，　p．15；奥田〔16〕，　pp．57－8．）。
く：25）　Carson　and・Cootner　〔3〕，　PP．58－9．
（26）“unit　bank”の訳語「単一銀行」は，既に定着した用語となっているが，その意味する内
　容は明瞭でない。立脇は「単店銀行」が適切だと言うが，この訳語は“unit　bank”の内容を明
　確に示し，“branch　bank”の訳語「支店銀行」とうまく対応する（立脇〔20〕，　p．62．）。
・（27）高橋は両行がはたした役割の相違点を指摘するが，本稿の分析はその点にまで及ぼない（高
　橋〔27〕，pp．93－4．）。
（28）多額の銀行株式が，国内と国外の投資家によって購入された（Trescott〔22〕，　p．17；訳
　書，上巻，pp．29－30．）。
〈29）新しい国家であるアメリカ合州国では銀行の発展過程が，英国における金匠銀行やイングラ
　ンド銀行のそれらと異なっていた。資本蓄積の進行と商業信用の発展のなかから，銀行がいわば
　自生していったのではなく，州法銀行にせよ中央銀行的性格をもつ国法銀行にせよ，まず制度が
　意図的に作られ，そのこ急速に発達してい6たのである。そこで取入れられた制度には，米国自
　身の必要ないし哲学が織込まれたものと見てよいだろう。
（30）　Thorn〔21〕，　p．322．
ハミルトンの金融制度論については，片山〔10〕の第4章を参照。
Brown〔1〕，　p．8．
片山〔10〕，pp．61－2．
Brown〔1〕，　pp．8－9；片山〔10〕，　pp．61－2；Myers〔13〕，　p，70．
解散した第1合州国銀行の支店は，それぞれ地元の銀行へ買収され，本店は第1位の大株主
　　　　　　　　Girard）が買入れて，個人経営のジラード銀行となった（Hammond
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皿　第2合州国銀行の消滅から国法銀行制度の成立に至る期間
　1836年の第2合州国銀行の消滅は，そのこ約1／4世紀にわたって，州法銀行に
よる信用供与の膨張と銀行設立数の増大をもたらした。この時点から国法銀行
制度の成立した1863年に至るまで，米国は三度目の州法銀行時代を経験するこ
とになった（1＞。数次にわたる恐慌の影響をうけながら，1836年の全国の銀行
数713は，南北戦争発生の前年1860年に1，562行へ増加した。州法銀行の活動
が活発化したのは，国庫金の州法銀行への預甜2＞，諸州における開発熱と西部
の土地にたいする投機，1848年のカリフォルニアでの金鉱発見，鉄道建設を伴
う西漸運動などの理由（3＞，および後に述べる自由銀行制度の影響による。中央
銀行を持たない合州国の経済にたいして，州法銀行は通貨供給の重要な役割を
はたすことになったが，行数の急激な増加と多産多死は銀行経営の質の低下を
導き，つぎのような多くの弊害を招いた。それらは（1）銀行券の過剰発行，（2）不
動産担保の固定的貸付の増大，（3）免換回避を目的とする山猫銀行の半ぽ詐欺的
な設立，（4）それぞれ異なる割引率をもつ多種多様な銀行券の流通，㈲授権資本
の部分的な払込などである〔4）。
　州法銀行は不十分な統制機構のもとで，貸出資金を有する人々によってでは，
なく，借入を望む人々によって設立される状態であり（5），なかには信頼でき
る銀行もあったが数は少なく，人々は「銀行券情報と贋札鑑定」（Bank　Note
Reporters　and　Counterfeit　Detectors）」なる定期刊行物によって，銀行券の質
を見分けなけれぽならないほどだった（6）。発行した銀行券の免換回避がうまく
ゆけぽ，銀行家たちは無限の信用拡張が可能となるから，山猫の棲むような辺
榔なところを所在地とする山猫銀行（wildcat　bank）も出現し，それらの発行【
する割引率の大きい銀行券での貸付を求める，山師的な事業家もまた多数い
た〔7）。銀行にたいする恐怖と敵意が増大し，1845年テキサス州は銀行業を禁止
し，翌年アイオワ州とアーカソソー州もこれに同調し，1857年までにさらに4
州が続いた。ただしこれらの措宣は他州発行の銀行券の自州内流通を禁じるも
のではなかった〔8）。
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　うえのような混乱と弊害に対応するため，諸州で州政府と州議会と銀行家た
ちによって各種の努力がなされた。それらの主なものは州立銀行制度，サフォ
ーク制度，安全基金制度，自由銀行制度，必要準備制度として結実したので，
以下でこれら諸制度を概観しよう。もちろんこの種の企ての全部が成功した訳
でなく，むしろ失敗例のほうが多かったけれど，概観をつうじて米国銀行制度
の成熟過程の一面を見ることができるだろう。
　連邦政府が銀行統制から手を引いたので，その責任は諸州の権限に委ねられ，
いくつかの州は発券と金融操作を行なうため，州立銀行（state．owned　bank）
を設立して運営した（9｝。サウス・カロライナ州（18ユ2年）にはじまり，ケソタ
ッキー州，アラバマ州，テネシー州，イリノイ州，ルイジアナ州，ミシシッピ
州，アーカソソー州（1838年）などで設立された単店制の州立銀行は，サウ入
・カロライナ州での例を除き，いずれも遅かれ早かれ破綻してしまった。しか
し支店制をとった州立銀行は，．ヴァーモソト州（1806年）での例を除き，イソ
ディアナ州（1834年），ミズーリ州，アイオワ州，オハイオ州（1845年）でいず
れも成功した。これら州立銀行の傘下支店が強い独立性を有し，事実上は別個
の銀行であったことから，中央銀行の原理が州レベルで実現されたとみなす評
価がある（IQ。
　ニューイングラソド諸州における産業の興隆と企業設立熱は，通貨需要を大
きなものにしたが，その需要は専ら州法銀行券の供給で満たされた。ユ9世紀初
頭これら銀行券の大部分は地方銀行券で，発行銀行への距離や取立の便宜など
によって，0．5％から5．0％程度まで額面を割引かれて流通していた。ボストソ
では銀行家たちがこれら銀行券を額面で受取らないため，かえって一般にそれ
らが流通する結果を招き，ボストソの諸行が発行する銀行券は，速やかに発行
銀行へ還流して彼らは利益があがらなかった〔11｝。1818年ボストソで設立された
サ・フォーク銀行は，地方銀行へ同行あて預金することを求め，その預金を引当
に地方銀行券を額面で受入れ，この方法を拒否する地方銀行の銀行券は，直ち
にその銀行へ正貨党換の請求をした。1824年ボストソの他の6行がこの制度へ
加入し，地方諸行もこれに従うことになって，ナフォーク制度（Suff。lk　System）
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が完成した㈲。このためニューイソグランド諸州では，通貨の統一と銀行券の
平価維持，隔地聞の送金の円滑化，銀行券の過剰発行の抑制，経済の着実な発
展への助長が，法制によらず民間組織によって達成されだ13。そこでサフォー
ク制度はいくつかの限定つきだが，近代的な中央銀行の働きをニューイソグラ
ソド諸州で行なったと考えられる〔111。また別の評価によれぽ，この制度は一種
の手形交換所として作用したのであるllS。
　19世紀初頭ニュ　一一ヨークは多くの点でフィラデルフィアの地位を抜き⑯，前
節で触れたとおりバソク・ウォーにも勝利して，第2合州国銀行の消滅後この
国のまぎれもない商業および金融セソターとなったao。ニューヨーク州は1829
年に安全基金法を制定し，州内の全銀行を安全基金（Safety　Fund）へ加入さ
せた。支払不能銀行が生じた場合の債務を，銀行が同基金へ払込む資金で共同
保証することとし，公衆の保護と銀行組織の安定化を図ったのである。1837年
の恐慌とそれに続く不況の間，基金は銀行破産のため支払の経験をするととも
に，法律の不備が2回にわたって改正された。他方1838年にニューヨーク州自
由銀行法と1846年に同州の改正憲法がそれぞれ制定され，その影響から基金の
加入銀行は1866年までに消滅し，したがって基金も同年その役割を終えたU9。
安全基金法ははじめ銀行券の支払保証のみを目的として提案されたが，審議を
つうじて預金の保証もするよう改められたため，債務保証の範囲が過大となっ
て旨く働かなかったとの評価がある⑲。しかしこの原理がヴァーモソト州（1831
年），ミシガソ州（1837年），オハイオ州（1890年）で採用されたほか，104年も
後の1933年FDICとして連邦レベルで実施され今日にいたっているので，安全
基金は預金保険制度の先駆へ位置づけられているpq。なお基金加入銀行を検査
するため，法律によって3名の銀行検査官（bank　commissioner）が任命された
が，おそらくこれは合州国における最初の銀行監督当局であったell。
　この当時まで銀行免許はいずれも，個別の申請にたいする個別の免許すなわ
ち特許で，一般銀行法に基づいたものでなかったから，申請が政争やスキャソ
ダルの種になったり，免許が銀行独占を招いたりする例があった。銀行免許の
公正を期してニューヨーク州が制定した1838年の自由銀行法vxe2，法定条件を
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満たした銀行設立の申請は，いずれも認める準則主義に立っていた。この法律
のもとで銀行の設立および銀行券の発行は，いかなる個人または法人にたいし
ても，国債やニューヨーク州債などを担保として許され，銀行が破綻した場合は
これら担保物件を売却して，銀行券の償還へあてる証券預託制度がとられた？3。
その結果ニューヨーク州の銀行設立数は激増し，また銀行破産とそれに基づく
平価に満たない銀行券償還が多大となった。そこで数次の法改正が行なわれ，
銀行法規が厳格となったため事態は改善され，1851年以降は僅かな損失を銀行
券所持人へ与えるだけに留まった画。ニューヨーク自由銀行法はそのこ諸州で
採用された一般銀行法の模範であり鰺自由銀行制度（Free　Banking　System）
はこの時期に各州が試みた多くの企てのなかで，もっとも全国へ行き渡ったも
のだった？6。それは1860年までに15州へ広まり，理論的には銀行券の質を確保
しながら資金需要を賄うはずだったが，実際には不十分な担保基準と銀行破産
のため，ニューヨーク州以外ではほとんど成功しなかった。自由銀行制度は通
貨統制の権限を諸州へ与え，ハミルトソ流の考えを打破したようだったが，国
法銀行制度によってその権限は再び連邦政府へも渡されたpn。なお自由銀行制
度の準則主義と証券預託制度は国法銀行制度へ引継がれ㈱，したがってわが国の
国立銀行条例（1872年）でもそれは生かされている。
　当時の諸州が払った努力のもう一つは，必要準備を定める措置であった。前
節で述べたとおり銀行債務の資本金にたいする比率は，早くも1790年代に規制
がはじまっていたが，資本金が現金と混同されたり，負債が流通銀行券のみを
指したり，銀行券と預金の両者を含んでいたり，銀行債務の明確な規定がなかっ
た。ユ837年ヴァージニア州は資本金にたいする一定の債務の限度に代え，債務
にたいする一：一一定の準備一流通銀行券の20％の手許現金一を銀行へ要求する
ことになったが，これは近代的な必要準備（reserve　requirements）の最初のも
のであった。それ以来1860年までの間に，ほかの12州が同様の措置をとった⑳。
’このような必要準備制度の導入は銀行検査の職務を要求し，銀行検査官たちが
米国の銀行史へ登場してきたBCt。必要準備制度は国法銀行法と連邦準備法と諸
州の銀行法今引継がれ，1世紀以上たった現在も金融調整の手段として重視さ一
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れている。
　第2合州国銀行の閉業（1836年）から国法銀行法の成立（1863年）にいたる間，
米国の銀行制度は以上のとおり州法銀行によって維持されてきた。この期間に
銀行制度を改善するため関係者が払ってきた多くの努力を，われわれの視点か
ら整理してつぎの5点へまとめてみよう。（1）州立銀行制度は個々の州で，それ
ぞれ中央銀行制度のような働きを目指した企てと言えるだろう。（2）安全基金制
度は銀行券共同保証制度ないし預金保険制度を，州レベルで実行しようとした
計画とみなせるだろう。（3）自由銀行制度は銀行免許を特許主義から準則主義へ
導くとともに，国法銀行制度のなかの重要な仕組を用意したと理解できるだろ
う。（4）必要準備制度は銀行の安易な貸出態度へ制約を与えたほか，現在も実施
されている法定必要準備の考えへ基礎を提供したと考えられるだろう。（5）以上
の試みは連邦政府が銀行との関係を絶っていたため，いずれも州政府や州議会
や州法銀行家たちによって遂行されたのである。
　以上のように整理された制度的な諸展開を個別的に意味づければ，それらは
銀行券の平貨流通ないし正貨免換の維持，1州または数州における統一的通貨
の確立，銀行破産の回避i，銀行券所持人と預金者の保護，銀行免許にかかわる
弊害の除去，通貨供給の統制などが目的である。しかしこの期間になされた各
種の試みを総合的に評価すれば，その手段や仕組が後の連邦レベルの銀行制度
へ取入れられたことから理解できるとおり，諸州は合州国が健全で全国的な通
貨・銀行制度を樹立するに至るまで，いわば産みの苦し設を味わったのであ
る。この時期の大部分にわたって連邦政治を支配した民主党は，ジャクソソの
流れを汲む銀行嫌いで，銀行統制を政府の責任とは考えていなかった。個々の
州のさまざまな改革は，全国的な規模で通貨・銀行制度を安定化することがで
きなかった。ことに1857年の恐慌では，連邦政府が通貨供給へほとんど介入し
ないため生じる弱点が，明確に露呈された。米国は1862年に約1，600の銀行を
持ち，銀行券は発券者と額面の異なる7，000種と推定され，ほかに4，000種を下
らない贋札と変造紙幣があったのであるB1）。これら幾多の困難のなかから，国
法銀行制度が生まれ，二元銀行制度が定着していったと言えよう。
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第　5　表
現金通貨一流通高（単位：100万ドル）
年次降創銀勘劃駕ヲ刻そ・他通釧州法銀行券
1836年
1840年
1845年
1850年
1855年
1860年
1863年
n，a．
n．a．
n．a，
n．a．
n．a．
207．3
260．0
n，a．
n．a．
n．a．
n，a．
n．a．
21．0
11．0 312．5
n．a．
n．a。
n、a．
n．a．
n．a．
n．a．
109，2
140．3
107．0
89．6
131，4
187．0
207．1
238．7
注：1863年の「金貨」と「銀補助貨」は，流通高でなく残高を示す。
出所Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　424－437．
第　6　表
全銀行一行数・主要勘定（単位：100万ドル）
年次陵釧銀行券障金降本齪陣金
1836年
1840年
1845年
1850年
1855年
1860年
1863年
　713
　901
　707
　824
1，307
1，562
1，532
140
107
90
131
187
207
239
166
120
114
146
236
310
504
252
358
206
217
332
422
412
129
99
93
115
155
196
307
注：「全銀行」は「州法銀行」のほか，「相互貯蓄銀行」と「個人銀行」を含み，さら
　に1863年は「国法銀行」も含む。
出所：Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　580－587．
＜1）　この時期個人銀行（private　bank）の働きは，無視できないほど大きなものだったとされ
　るが，資料の関係でそれには触れない。
　　以下の記述で州法銀行数へ触れる場合，第6表と第9表の注で示すように統計が不備のため，
　個人銀行数と相互貯蓄銀行数がそれらに含まれる可能性がある。
〈2）　Studenski　and　Krooss〔18〕，　P．107．
く3）Faulkner〔5〕，　pp．160－3；訳書，　pp．214－9．
＜4）　Carson　and　Cootner〔3〕，　PP．59－60．
〈5）Trescott〔22〕，　p．17；訳書，上巻，　p．29．
く6）　Hammond〔7〕，　p．14，
く7）Trescott〔22〕，　p．21；訳書，上巻，　pp．36－7．
（8）Fischer〔6〕，　p．17；Myers〔13〕，　p。124．
く9）Myers〔13〕，　p．123；奥田〔16〕，　p．145．奥田は国法銀行を国立銀行，州法銀行を州立銀
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　行と訳したので，“state－owned　bank”は「州有銀行」と訳した（奥田〔16〕，　p．124．）。
（10）Trescott〔22〕，　p．29；訳書，上巻，　p．50．
（11）奥田〔16〕，pp．85－6，88－9，註，九．
（12）太田黒〔15〕，pp．18－9；奥田〔16〕，　p．92，
（13）太田黒〔15〕，p．19；奥田〔16〕，　p．93；Thorn〔21〕，　p．320，
（14）　このような公共的な働きが，政府に由来する特権と制裁によらないで，自由放任の利益追求
　のなかから生まれたことが注目される（Hammond〔8〕，　pp．554－6．）。
（15）太田黒〔15〕，p．17．
（16）Faulkner〔5〕，　pp．288－9；訳書，　pp．381－2；Hammond〔8〕，　p．351．
（17）Myers〔13〕，　p．122．
（18）　奥田〔16〕，pp．98－102，
（19）　奥田〔16〕，pp．102－4，143－4．
（20）　Hammond〔8〕，　p．562．
（21）　Hammond〔8〕，　p．559．
（22）　自由銀行主義に立った一般銀行法の制定そのものは，ミシガン州めほうが早く1836年だった
　が，はじめから好結果が得られなかった（Hammond〔8〕，　pp．600－1；奥田〔16〕，　pp．106
　－8．）。
（23）　奥田〔16〕，pp，108－9．
（24）　奥田〔16〕，p．112．
（25）Myers〔13〕，　pp．122－3．
（26）Trescott〔22〕，　p．30；訳書，上巻，　p．52．
（27）　Hammond〔8〕，　p．573．
（28）　片山〔10〕，pp．131，198，202．
（29）　Hammond〔7〕，　pp．10－11．
（30）Myers〔13〕，　p．123．
（31）　Faulkner〔5〕，　p．511；訳書，　p．668．
　　　　　　　IV　国法銀行制度と二元銀行制度の第2期
　米国は1861年南北戦争へ突入し，独立国庫の設立時から銀行と関係を絶って
いた連邦政府は（1＞，戦費調達のため銀行との結付きを回復することになった。
政府は銀行が購入した国債の手取金を支出にあてたが，その支出は受取人をつ
うじて銀行へ還流し，銀行はそれを貸出へ回したから，銀行債務は増大の方向
をたどった。戦争の拡大は正貨の退蔵を招き，物価上昇は正貨の海外流出を促
進して，1861年末には銀行の正貨支払が停止された（2）。国債発行によって免換
不能の銀行券を入手し，しかも国債の利払の負担を強いられるより，政府自身
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が紙幣を発行すべきだとの考えが生まれ（3），1862年に有名なグリーソ・バック
スが登場した（4）。
　共和党の大統領リソカーソ（Ablaham　Lincoln）のもとで財務長官となったチ
ェース（Salmon　P．　Chase）は，民主党出身の人物にふさわしく元来は銀行嫌い
で硬貨を好み，中央銀行制度にも反対だった（5｝。1861年末の財務長官報告で，
彼は国債預託に基づいて銀行券を発行する銀行制度を示唆したが⑥，　うえで述
べた銀行債務の増加とそれに伴う銀行券の質の低下を，早くも彼は警戒してい
たのであるω。国法銀行制度の構想は必ずしも全部がチェースの考えに由来し
たものではないが〔8），彼は国債担保と正貨準備で免換に備える国法銀行が，健
全で統一的な銀行券を供給し，国債のための需要を作りだし，その銀行券はやが
て戦争が終われば過剰発行になりやすいグリーソ・バックスに勝っていると考
えた（9）。国法銀行法案は議会で2回否決された後，1863年2月に3度目の法案
として可決された〔動。この法律は「全国通貨法（National　Currency　Act）」と呼
ばれ，翌1864年若干の修正をほどこして「国法銀行法（Nati・nal　Bank　Act）」
と改められた。
　国法銀行制度（National　Banking　System）の仕組を，きわめて短く記そう。
（1）必要とされる最低資本金は設立地域の人口に応じて異なり，資本金の1／3以
上にあたる国債を通貨監督官へ預託する。（2）銀行券は預託した国債を担保とし
て発行し（11｝，預託国債の額面総額の90％および払込資本金が限度とされ，全国の
発行総額も規制された。（3）銀行券は法貨ではないが強制通用力を与えられ，免
換請求には合法貨幣で応じ，⑫他行の国法銀行券は平価で受取らねぽならない。
（4）銀行券と預金には支払準備が要求され，地方銀行は15％，準備市（シヵゴなど）
と中央準備市（ニューヨーク）の銀行は25％である。地方銀行は準備の3／5まで
準備市・中央準備市銀行へ，準備市銀行はその1／2まで中央準備市銀行へ，そ
れぞれイソターバソク預金してよい。（5）一貸出先あたりの金額は資本金の10％
を超えてはならず，不動産抵当の貸出は認められない。財務省の通貨監督局へ
定期的に報告書を提出するほか，その監督と検査を受けなくてはならない⑬。
　前節で述べたとおり国法銀行制度は，自由銀行制度の仕組を受継いだが，そ
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の規定はきわめて厳格で，州法銀行から国法銀行への転換が大いに期待されて
いたにもかかわらず，州法銀行側の意欲をほとんど刺激できなかった。1865年
州法銀行券は禁止的な10％の発行税を課されることになり，国法銀行の行数と
その銀行券が急増し〔14，州法銀行の行数とその銀行券は激減へ向かった。中央
銀行を欠くとはいえ連邦政府の責任で，全国的な銀行制度を建設するには多く
の抵抗があったことは，責任者であるチェースの考え方からも立法過程の難航
からも十分に窺われる。しかし国法銀行券が流通しはじめると，改革の目的の
一つ一久しく米国民を悩ませてきた通貨の混乱は，短期間のうちに解消され
た。国法銀行制度の樹立は南北戦争が契機となったが，それ以前の約30年間に
わたる苦い経験が，それを必然的に誕生させたものと理解できるだろう。改革
のもう一つの目的である国債消化は，期待されたほどの実績が上げられなかっ
た点で，多くの評価が一致している〔ls。かくして銀行家たちは国法免許と州法
免許の間で選択または転換が可能となり，国法銀行制度の成立をもって二元銀
行制度の起源とする考え方があるが，われわれはV節でそれを検討するだろう。
国法銀行制度は1913年のFRSの発足によって変質するので，それまでの期間
を二元銀行制度の第2期と呼ぶことにしよう。
　南北戦争は1865年に終わり，それに続いて産業革命と資本主義の発展が米国
を訪れた。何回となく恐慌に見舞われはしたが，20世紀初頭にかけて経済は前
進しつづけ，人口が著しく増加し，ミシシッピ川以西の広大な土地が開拓さ
れ，農業・工業・鉄道など総ての産業分野で成長がみられたqa。企業も商工業
者も農民もそれぞれ資本を必要とし，それらの多くが国法銀行と州法銀行によ
って供給された。
　国法銀行とその銀行券は地理的に偏っていたが全国に普及し，1860年代後半
その総資産は全国の銀行資産の約3／4を占めao，行数も着実に増えていった。
銀行は預金のみを基盤とする営業も可能だが，それは大衆の信頼がなけれぽ成
りたたなかった。国法銀行制度は健全な発券銀行を作りだしたから，同時にそ
れらを預金銀行として育成することにもなり⑱，国法銀行は1870年代に全体で
銀行券の2倍から3倍の預金を受入れ⑲，その後は預金の比重がさらに高まっ
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ていった。1874年以降の10年聞は通貨量が増えたのに国法銀行券の量は変わら
ず，それ以後は発行量がむしろ減ってしまった。預金通貨で支払う習慣が普及
したため，銀行経営は発券量が減少しても預金量の成長で償われるようになっ
た⑳。支店設置は国法銀行法によって禁止されたのでee，僅かな例外を除いて支
店制の国法銀行はなかったez。州によっては支店制が許され，州法銀行の特権
となったが1900年になってすらその数は多くなくe3，国法銀行法の支店禁止規
定は経営が一般に安定的な支店銀行を，米国の銀行制度へ植つける時期を遅ら
せるのに一役買ったe4。
　州法銀行券への課税措置で激減した州法銀行数は，1870年代に入ると増勢へ
転じ，1880年代以降は急ピッチで増加して，実質的な意味で二元銀行制度が確
立された。多くの州で州法銀行は必要とされる最低資本金が国法銀行のそれよ
り小さく，国法銀行には許されない不動産抵当の貸出が可能であり，預金業務
の定着と発展ともあわせ，州法銀行の活躍する余地は大きかった。経済成長と
ともに小さな町の数が急速に増え，そこでは商工業者や農民の資金需要が高ま
り，それは州法銀行の活動を促し，さらに小切手の普及が州法銀行の発展を刺
激した。1890年に州法銀行の総預金は国法銀行の総預金の約33％にあたった
が，1900年には約51％に達し，1908年には約67％へ上昇したeS。州法免許の信
託会社は事実上商業銀行業務を行ない鱒，世紀の変わり目に急成長した。信託
会社の実態は州法銀行とみなして差し支えなくtZO，その総預金を州法銀行のそ
れらに加えると，うえの比率は1900年が約93％，1908年が約110％となるPm。
州法銀行を統制する基準は国法銀行への基準に対抗して，後者より魅力的すな
おち緩やかものが多かった力掴，それでも国法銀行制度の影響で全般的に質が
向上した。
　成長への長期的な傾向が南北戦争後の米国経済における基調だったが，相変
わらず好況と不況が繰返され，不況のたびごとに銀行はその元凶とみなされた。
不況期の銀行貸出の減少と好況期の銀行貸出の拡張が，景気変動の振幅を大き
くしたことは事実だが，正確にいえぽ銀行制度は経済を不安定にさせる諸要因
の一つだった。しかしs1907年の恐慌は確かに銀行制度の不備によるところが
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多く，銀行制度改革の努力は以前からなされていたカxee，この恐慌によって改
革にたいする熱意が大いに高まった。全国通貨委員会（National　Monetary
Commission）は1912年調査と勧告を公表し，そのなかで国法銀行制度の四つの
欠陥一（1）銀行の過度の分散状態，（2）銀行信用の非弾力性，（3）為替・送金手続
の高コスト，（4）連邦財政の金融市場にたいする悪影響一が指摘されたtlO。銀
行制度改革への動きはこの委員会の提案を基礎に，幾多の経緯があった後，191
13年連邦準備制度（Federal　Reserve　System）として結実した。
　FRSの発足後も二元銀行制度は継続されたが，銀行券供給の責任は国法銀行
から中央銀行である連邦準備銀行へ移された。国法銀行と州法銀行はそれらの
機能において同一となり，銀行家たちはほぼ等しい条件の国法免許と州法免許
のいずれかを選択でき，ただ国法免許の場合はFRS加盟が義務づけられた。
米国の商業銀行の大きな部分が「信用の最後の拠りどころ」を持つようにな
り，通貨当局による金融政策の有効な実施も可能となった。それ以前の半世紀
にわたって存続した二元銀行制度の意義は変質し，個々の銀行家にとっても銀
行組織全体にとっても，二元制度における選択よりは，FRS加盟の選択のほう
が重要となった。またFRS加盟銀行は通貨監督局ないし州銀行当局のほか，
FRS当局からも監督されることになり，重複した監督機構が出現した。
　われわれの言う二元銀行制度の第2期は，半世紀にわたって存続したが，そ
の背景ないし原因をまとめてみよう。（1）米国における通貨の混乱はきわめて悪
化しており，連邦政府の責任で全国的に統一された同質の銀行券が必要とされ
ていた。（2）南北戦争の戦費調達のため政府は国債発行に頼らざるを得ず，国法
銀行が発券担保に用いるはずの国債は，国債にたいする新しい需要を創出する
と信じられていた。（3）連邦国家であるアメリカ合州国ではこのような必要があ
っても，総ての銀行が連邦政府の統制に服すべきだとの論理は直ちに生まれて
こない。連邦と州のそれぞれに銀行統制の責任と権限を認めるのが，この国に
ふざわしい方法だったBl。（4）バソク・ウォーの影響はまだ強く，通貨統制の手
段は中央銀行がないままで取らねぽならなかった。（5）自由銀行制度や必要準備
制度など，州レベルの努力で作りだされた制度上の仕組は，あたかも国法銀行
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制度の設立を用意したような結果となった。
　うえのような背景ないし原因によって展開された，二元銀行制度の第2期の
特徴ないし効果は，つぎの9点へまとめることができよう。（1）総ての国法銀行
と多くの州の州法銀行が，一般銀行法で免許を受ける体制が樹立され，米国に
おける銀行免許の大部分が準則主義によることとなった。（2）二元銀行制度の第
1期には準中央銀行である第1・第2合州国銀行があったし，FRS成立後の二
元制度のもとでは真正な中央銀行が存在したが，この時期に二元制度は中央銀
行を持たなかった。（3）この時期国法銀行のみが銀行券を供給する方法は，国債
預託制度や必要準備制度などに助けられて，質のよい銀行券を流通させること
に成功した。（4）ただし国法銀行券供給の量的側面については，全国通貨委員会
が指摘したような欠陥を示すに至った。㈲厳格な規制が国法銀行の預金銀行と
しての働きを強化し，それは州法銀行の営業の様態へも波及した。したがって
この時期の二元銀行制度は，預金銀行を米国へ定着させるのに，ある程度まで
貢献したと言えよう。
　（6）国法銀行は発券業務を行ない，州法銀行は事実上預金業務のみを行なっ
7e。二元銀行制度の第1期では国法銀行も州法銀行も発券業務を行ない，　FRS
成立後は両者とも発券業務を行なわなかったから，この時期の発券業務のあり
ようは，両期間の中間的形態だったと考えられる。（7）国法銀行が小口貸出をし
なかった訳ではないが，州法銀行は沢山の小口貸出をこなすものが多く，また
不動産抵当の貸出も認められたので，貸出業務の面で国法銀行の働きを補完し
たと言えるだろう、⑧国法銀行にたいする規制は一般に州法銀行にたいするよ
りも厳しく，それは結局のところ州レベルの規制を強めることになった。また
連邦レベルの銀行統制が，第1・第2合州国銀行への例を除いて，この時期か
らはじめて一般的に適用された。（9）銀行家たちは国法免許と州法免許のいずれ
かを選べるから，二元銀行制度の第2期は彼らにたいして，銀行の免許と監督
にかんするオルターナティヴを提供したと言えよう。ただし後に述べるよう
・に，このオルターナティヴが十分な意味で実現されるのは，FRS成立後の二
元制度においてである。
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第　7　表
現金通貨一流通高（単位：100万ドル）
年司鑛など瞬省網砺刻補助貨彫銀行券［州法銀行券
1863年
1865年
1870年
1875年
1880年
1885年
1890年
1895年
1900年
1905年
1910年
1913年
　n．a．
　148．6
　113．3
　82．0
　259．6
　609，0
　858．9
　899，6
1，285．9
1，664．7
1，944．7
2，153．7
　＊
115．9
75．3
　9．3
　3．7
　2．7
312．5
378．9
325．0
349．7
327．9
331．2
334，7
319，0
317，7
332，4
334，8
337．2
n．a．
267．0
45．9
60，6
48．5
43，7
54．0
60，4
102．2
136．9
181．9
209．4
?
146．1
288，6
340．5
337．4
308．6
181．6
207．0
300．1
480，0
683．7
715．8
238．7
142．9
　2．2
　1．0
?
?
?
?
?
??
?
注（1）：「金貨など」は「金貨」・「金証券」・「銀貨」。「銀証券」の合計。
　（2）：＊は小額のため記載できないものを示し，以下の表においても同じ。
出所：Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　424－437．
第　8　表
国法銀行一行数・主要勘定（単位：100万ドル）・
年次1行釧銀行副預金降繭矧現金
1863年
1865年
1870年
1875年
1880年
1885年
1890年
1895年
1900年
1905年
1910年
1913年
　66
1，294
1，612
2，076
2，076
2，689
3，484
3，715
3，731
5，664
7，138
7，467
?
n．a．
291
318
318
269
　126
　179
265
445
675
722
　10
　614
　706
　897
1，085
1，420
1，979
2，279
3，621
5，406
7，254
8，140
　　7
　380
　562
　687
　625
　725
　935
　987
1，014
1，406
1，850
2，045
　　5
　344
　361
　432
　518
　663
　73e
　894
1，220
1，686
2，066
2，364
出所：Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　634－655。
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第　9　表
非国法銀行一行数・主要勘定（単位：100万ドル）
年列行数（州瀬行釧銀行券陣金降本勘定陣金
1863年
1865年
1870年
1857年
18SO年
1885年
1890年
1895年
1900年
1905年
1910年
1913年
1，466（ll．a．）
　349　（n．a．）
　325　（n，a．）
1，260　（　　586）
1，279　（　　650）
1，661　（1，015）
4，717　（3，594）
6，103　（5，086）
9，322　（8，696）
13，103（12，488）
18，013（17，376）
19，81S（19，197）
39
???????????
?】
　494
　　75
　　70
1，111
1，137
1，659
2，598
3，260
5，301
8，366
10，696
12，383
　405
　71
　87
　160
　201
　315
　624
　793
1，061
1，660
2，134
2，398
　303
　48
　45
　95
　138
　213
　393
　549
　898
1，323
1，719
1，998
注：「非国法銀行」は「州法銀行」のほか，　「相互貯蓄銀行」と「個人銀行」を含む。
出所：Bureau　of　the　Census〔2〕，　Series　X　656－677，　X　683－688．
（1）　1840年独立国庫制度が制定され，国庫金は正貨を以って政府自身が取扱うこととし，政府は
　銀行へ国庫金を預入れることがなくなった。この制度は翌1841年に一旦廃止されたが1846年復活
　し，何回か修正を受けながら1921年まで存続した（奥田〔16〕，pp．60－2；Studenski　and
　Krooss〔18〕，　pp．112－3，119．）。
（2）Trescott〔22〕，　pp．43－4；訳書，上巻，　pp．73－4．
（3）Trescott〔22〕，　p．44；訳書，上巻，　pp．74－5．
（4）　グリーン・バックスについては，片山〔10〕の第9章を参照。
（5）Studenski　and　Krooss〔18〕，　p．139；Trescott〔22〕，　p．42；訳書，上巻，　p．71．
（6）片山〔10〕，p．197；Myers〔13〕，　p．153．
（7）Trescott〔22〕，　pp．43－4；訳書，上巻，　p．74．
（8）片山〔10〕，pp．197－9．
（9）片山〔10〕，p．199；Trescott〔22〕，　p．47；訳書，上巻，　pp．79－80．
（10）片山〔10〕，pp，197－202．
（11）　国法銀行は通貨監督官から銀行券を交付され，各行は行名と責任者の署名を券面へ印刷して
　流通界へ送りだした。そのため全国の国法銀行券は同一の形状で，発行銀行名の部分を除いてデ
　ザインも統一されていた（奥田〔16〕〕，pp．164－5；Trescott〔22〕，　p．48；訳書，上巻，
　P．81．）。
（12）合法貨瞥（1awful　money）は法貨（legal　tender）とは違うが，法律上の貨幣概念で
　あって，米国に特有なものである。全国通貨法が成立した時点での合法貨幣は，金貨，銀貨，グ
　リーン・バックスであったが，当時は見換停止中のため実際にはグリーン・バックスのみが該当
　した（片山〔10〕，pp．172－3，注，（17）；村井〔12〕，　p．72，注，（3）．）。
（13）　ここに記した国法銀行制度の仕組は1864年国法銀行法によるもので，その後の仕組は法改正
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　によって変化している。
（14）　国法銀行の分布とその銀行券供給は，全国へほぼ平等に行き渡ったのではなく，地域的にか
　なり偏って行なわれた（片山〔10〕，pp．208－12；Trescott〔22〕，　pp．58－9；訳書，上巻，
　PP．98－9）o
（15）　Studenski　and　Krooss〔18〕；Trescott〔22〕，　p．54；訳書，上巻，　p，91；石崎〔23〕，
　p．352．
（16）Faulkner〔5〕，　pp．344－7；訳書，　pp．455－8．
（17）片山〔10〕，pp．209－12；Trescott〔22〕，　p．55；訳書，上巻，　p．92．
（18）Trescott〔22〕，　p．57；訳書，上巻，　p．95．
（19）　片山〔10〕，p．210．
（20）　Studenski　and　Krooss〔18〕，　PP．177－8．
（21）Fischer〔6〕，　pp．19－20；Myers〔13〕，　p．165．
（22）高木〔19〕，pp．64－5．
（23）高木〔19〕，p．65．
（24）支店設置を認めている州に限って，国法銀行も支店設置が許されるようになったのは，1927
　年の銀行法（McFadden　Act）が成立してからである（高木〔19〕，　p．72）。
（25）　Studenski　and　Krooss〔18〕，　p．246．
（26）　Myers〔13〕，　pp．　249－50．
（27）　片山〔10〕，p．226．
（28）　Studenski　and　Krooss〔18〕，　p．246，　Table　34，
（29）Brown〔1〕，　pp．13－5；Trescott〔22〕，　p．58；訳書，上巻，　p．97．
（30）　片山〔10〕，pp．235－7．
（31）片山〔10〕，pp．218－35；村井〔12〕，　pp．71－80；奥田〔16〕x　pp，363－436．
（32）　国法銀行法の成立そのものが，南北戦争という緊急時だったから可能であったとの考え方が
　ある（Studenski　and　Krooss〔18〕，　p，160．）。
V　結 弘葭贈
　結論を述べる前に，二元銀行制度の起源がどの時点にあるのか，検討する必
要があるだろう。二元銀行制度にかんする研究論文でブラウソ（William　J．
Brown）は，いつ二元制度が始まったかという問題で，広く承認された定義は
ないと指摘したうえ（1），二つの考えを紹介している。それらは（a）バソク・オブ
・ノースアメリカが二重免許を受けた時点と，（b＞第1合州国銀行が設立された
時点だが，ブラウソ自身は暗々裡に（c）国法銀行制度が設立された時点を示唆す
る。われわれがこの起点を問題として取上げるのは，それをどこへ置くかによ
って，二元銀行制度が持つ効果の解釈が異なってくるからである。二元銀行制
度の歴史的展開をわれわれが考察するのは，この制度が銀行組織ないし金融組
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織へ与える効果を知るためである。したがって起点の置き方が効果の理解へ影
響する以上，それは十分な吟味に値するだろう。
　（a）の考え方はパソク・オブ・ノースアメリカが1781年大陸議会から免許さ
れ，ついで翌年ペソシルヴェニア邦議会からも免許を受けたので，同行が二重
免許を得た1782年が，二元銀行制度の始まった時点だと主張する（2）。連邦と州
の両方が，銀行にたいして影響力を行使している状態は，すべて二元銀行制度
を構成すると考えるのだろう（3）。大陸議会は確かに弱い連合組織だったが，こ
の国ではじめて銀行免許を与え，不十分ではあるが銀行規制も行ない，連邦レ
ベルの銀行統制を創始したのである。またペンシルヴェニア邦議会は銀行統制
が，州権によって実行しうることを明らかにしたと言えよう。だからバンク・
オブ・ノースアメリカが二重免許を受けた時点で，銀行統制の権限と責任が由
来する二つの源泉，すなわち銀行にたいする連邦と州の管轄権が，はじめて明
示されたと考えられる。この点に着目すれば，二元銀行制度の起源にかんする
くa）の考え方も，理解できない訳ではない。
　しかし二元銀行制度の主要な特徴は，銀行の免許と監督が連邦と州によっ
て，互に排他的に行なわれることだろう。ところがバソク・オブ・ノースアメ
リカが得た州法免許は，国法免許の同行の活動が，諸州の反対を受けないよう入
手したもので，それは排他的な管轄権を意味するものではなかった。だから同行
はペソシルヴェニア邦のほか，ニューヨーク邦やマサチューセッツ邦などから
も同じように州法免許を得たのである（4）。さらに二元銀行制度（Dual　Banking
System）の名称において“dua1”の意味は，「二つの部分から成る　（composed
or　consisting　of　two　parts）」であって，　「二つの特質が重なる（having　a
twofold，　or　double，　character　or　nature）」でないことは明らかである（5）。さも
ないと二元銀行制度の呼称は，バソク・オブ・ノースアメリカにしか適用でき
ないことになる。以上のように理解すると，（a）の考え方は余りにも緩やかな規
定の仕方で，われわれが受入れるのは困難と思われる。
　（b）の考え方は第1合州国銀行が1791年連邦議会から免許を受けた時，既に州
怯銀行が存在していたので，この時点から二元銀行制度が始まったと主張す
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る⑥。銀行にたいする連邦と州の管轄権が，互に排他的に適用されかつ併存し
ている状態は，二元銀行制度を構成すると考えるのだろうω。第1合州国銀行
は1863年以降の国法銀行と違って，連邦議会から1行だけ独占的に免許を与え
られたが，まぎれもない国法銀行であり，第2合州国銀行もまた同様である。
第1合州国銀行の発足時に州法銀行は5行あり，第2合州国銀行の発足時にも
州法銀行は246行あって，それぞれの時期国法銀行と州法銀行から成る，二元
的な銀行構造が作られていた。その時連邦の管轄権は州法銀行へ及ぶことがな
かったし，また州の管轄権は国法銀行へ及ぶことがなく，両者は互に排他的な
権限と責任を示しながら併存していた。この時期の二元銀行制度で注目すべき
ことの一つは，国法銀行である第1・第2合州国銀行が，信頼しうる通貨の供
給と州法銀行券の過剰発行の抑制に，効果ある働きをした点である。そのこ国
法銀行制度の成立からFRSの発足に至るまでの期聞，合州国銀行の時代とは．
異なって国法銀行は多数存在したが，それら国法銀行もまた同様の働きをした
のである。われわれはこの（b）の考え方を採りたいと思うが，後にそれを詳しく
検討しよう。
　（c）の考え方は1863年の国法銀行制度成立によって，国法銀行と州法銀行がほ
ぼ同じ条件で市場へ参加できるようになったため，別言すれぽ連邦と州が銀行
市場への新規参入にかんして，ほぼ同等の権限を持つようになったため，この
時点から二元銀行制度が始まったと暗示する（8｝。ブラウソによれば二元制度の
基本的な条件は，（1）銀行業への参入経路に国法免許と州法免許があってオルタ
ーナタィヴであること，②現に営業中の銀行が国法または州法による資格を途
中から選択し直せることである（9｝。これら二つの条件が国法銀行制度の発足以
降に実現したことは，IV節における記述によって明らかであり，しかもそれは、
現在に至るまで維持されている。
　1929年から始まった大不況の経験は，連邦預金保険制度を1933年創設させた。
この制度は1935年の銀行法によって定着した力掴，それ以降銀行の免許・監督
機構は，二元制度をそのまま留めながら大きく変化した。国法銀行は主として通
貨監督官からs州法加盟銀行は主としてFRBから，州法非加盟銀行は主とし
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てFDICから，それぞれ事実上の免許と監督を受けることになり，あたかも三
元銀行制度が成立したような様相を呈した〔11｝。しかしブラウソはFDICの設立
によって州の権限が大きく低下したことを認めながら，二元銀行制度の効果が
相変わらず保たれていると主張する。なぜならFRSとFDICとの関係に変化
を与えないまま，銀行家たちは国法銀行の資格と州法加盟銀行の資格の間を移
動できるからである。このような移動の自由を銀行家たちが持つかぎり，連邦
と州は恣意的ないし差別的な行動を自ら抑制せざるを得ないOP。　うえで述べら
れた二元銀行制度の二つの基本的条件とその効果を考慮に入れると，この制度
の起源にかんする（c）の考え方も，理解できない訳ではない。
　銀行家たちが参入経路と監督機構を選択する際，彼らが国法免許と州法免許
のどちらを選ぶかによって，免許と営業継続のため必要とされる遵守条件に当
然違いが出てくる。だが選択がいずれであっても，彼らが結局のところ同じ範
囲の業務を営めるのであれば，その選択は最も十分な意味でオルターナティヴ
である。そのようなオルターナティヴが彼らに提供されたのは，国法銀行制度
が成立した時点からではなく，FRSの発足した時からであることを既にW節で
述べた。これら両時点に挾まれた期間，州法銀行は発券業務を事実上禁じられ
ていたし，国法銀行は不動産抵当の貸出が許されていなかったのである。ブラ
ウソが指摘した前出の二元銀行制度の基本的な条件は，厳密に言えば1863年の
国法銀行法によってではなく，むしろ1913年の連邦準備法によって，はじめて
実現したと考えるべきだろう。
　また国法銀行制度の成立からFRSの発足に至るまでの期間，国法銀行と州法
銀行が対となっている二元銀行制度は，対の一方である国法銀行によって，信
頼しうる通貨の供給と州法銀行券の過剰発行の抑制に成功した。それはこの時
期の特徴であっただけでなく，既に述べたとおり第1・第2合州国銀行の時代
の特徴でもあった。準中央銀行しかなかった時期と準中央銀行も中央銀行もな
かった時期，米国は二元銀行制度によって質の良い通貨供給を図ったと評価で
きよう。このような評価を二元制度へ認めようとすれば，この制度の起点は第
1合州国銀行が設立された年ということになる。以上の2点からみて，二元銀
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行制度は国法銀行制度の設立時に始まるという，（c＞の考え方をわれわれが受入
れるのは困難であることを指摘しておこう。
　以上で二元銀行制度の起点にかんする三つの考え方を比較検討したので，以
下でわれわれの結論を述べよう。二元銀行制度の基本的な条件を，われわれは
つぎの3点として規定する。（1）銀行の免許と監督にかかわる責任と権限が，連
邦と州の管轄権によって二元的に分割されていること。（2）それらの責任と権限
．が重複することなく，それぞれ排他的に働いていること。（3）銀行の免許・監督
の見地からすると，全体の銀行組織が国法銀行と州法銀行の対によって構成さ
れていること。このように二元銀行制度の条件を規定すると，二元制度の起点
にかんする（a）の考え方は，余りにも素朴で整理されていない。また（c）の考え方
億かなり説得的だが，二元制度の特徴と効果が全面的には反映されていないよ
うに思える。そこで（b）の考え方をわれわれは採用しよう。二元銀行制度はそれ
iが守られてきた長い期間をつうじて，その効果が銀行組織ないし金融組織にた
いして，常に同一に働いてきたのではない。効果がそれぞれの時期に応じて，「
異なった形で発現されてきた事実は，これまでの記述から明らかだろう。われ
われは二元銀行制度の条件をさきに規定したが，一見して形態的に過ぎるよう
な規定の仕方も，かえって米国の銀行市場を基本的かつ長期的に説明しうる枠
組を提供するだろう。その枠組によって制度の与える効果が，それぞれの時期
、にふさわしく把握できるに違いない。
　そのような効果として，（1）アメリカ合州国全体の働きを十分に発揮させよう
．とする勢力と，州権の浸蝕と権力の集中を恐れる勢力との対立は，今日まで続
いている社会的な基本パターソの一つだが，その対立がこの制度によって妥協
ないし調和されてきたこと，②しかも二元的な制度が競争的に作用して，銀行
家たちによる国法免許と州法免許の間の選択または転換をつうじ銀行市場へ活
．力を与え，その結果連邦と州の銀行立法・行政を相互に抑制的にさせてきたこ
と，（3）中央銀行がなかった時期，二元的組織の対の一方である国法銀行が，良
質な通貨を供給したこと，（4）この制度をつうじて通貨統制を含む銀行の免許・
監督機構が，徐々に整備され水準を高めていったこと，⑤連邦と州の管轄権が
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対置された二元制度は，合州の国家である米国の状況に合致し，連邦レベルの
組織であるFRSとFDICの導入に際して，おそらく権力が過度に集中されな
いよう保証する働きをしたと考えられ，したがって現行の多元的な銀行制度の・
基盤を提供していることなどが挙げられよう。　（本稿は昭和53年度明治大学社
会科学研究所研究費の補助を受けた研究成果の一部である。）
（1）　Brown〔1〕．　pp。1－2．
（2）　ブラウンはこのような主張者としてクロスを挙げるが（Brown〔1〕，　p．2；Crosse〔4〕。
　p．13．），ほかに例えばフィッシャーも同様である（Fischer〔6〕，　p，9．）。
（3）　クロスとフィッシfe　一は彼らの主張の理由を説明しておらず，ここに示した理由づけはブラ’
　ウンによっている（Brown〔1〕，　p．2．）。
（4）大陸議会が銀行免許を与える権限を有するかどうか，そのころ疑問がもたれていたので，大
　蔵卿モーリス（Robert　Morris）は各邦へ回状を送って，バンク・オブ・ノースアメリカへの・
　支援を求めた。その結果ペンシルヴェニア邦のほか，マサチューセッツ邦と二z　一・：一一ク邦が同行
　へ免許を与え，コネチカヅト邦とロードアイランド邦は免許に準じるものを与えた（Hammond．
　〔8〕，　pp．50－1．）o
（5）　この点については以前にも指摘したことがある（高木〔19〕，p．67，注，（5）．）。
（6）　ブラゥンはこのような主張者としてカーソンとクートナーを挙げるが（Brown〔1〕，　p，2；
　Carson　and　Cootner〔3〕，　p。57．），ほかに例えばホーヴィッツも同様である　（Horvitz
　〔9〕，P．95．）o
（7）　カーソンおよびクートナーとホーヴィッツは彼らの主張の理由を挙げておらず，ブラウンも．
　理由を推論していない。
（8）　Brown〔1〕，　pp．2－3，59－60．
（9）　Brown〔1〕，　p．59．
（10）FDICは1933年暫定措置として連邦準備法に含まれ，1935年恒久措置として銀行法で規定ざ
　れることになった（Fischer〔6〕，　pp．202，208－9．）。
（11）州銀行当局によるごく少数の州法非加盟非保険銀行への免許と監督を考慮に入れると，四元：
　銀行制度が存在するとみることもできよう。
（12）　Brown〔1〕，　pp．60－1．
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